




加賀電子の石原でございます。
平素よりご支援、お引き立てを賜り、誠にありがとうございます。
また、本日は弊社の決算概要説明を御視聴頂き、厚く御礼申し上げます。
それでは、私より、2024年3月期 決算の概要について、ご説明申し上げます。



2024年3月期の実績です。

売上高は、前期比６５３億円減収の５,４２６億円、

営業利益は、前期比６４億円減益の２５８億円となりました。

主力の電子部品事業におけるスポット需要の消失、３Q以降に本格化した顧客在庫調整の影響が

減収減益の主な理由となります。

販管費の抑制・削減に努めましたが、売上高減少に伴う売上総利益の減少により、営業利益は対

前期比で減益となりました。

当期純利益につきましては、投資有価証券の売却益、企業買収に伴う負ののれん発生益など特別

利益の計上もあり、前期比２７億円減益の２０３億円となりました。

一方、昨年５月に公表しました社内計画に対しては、売上高ではわずかながら未達でありましたが、

営業利益・経常利益・当期純利益については、いずれも超過達成で着地しました。

続いて2025年3月期の見通しです。

当社の属するエレクトロニクス関連市場においては、車載向けが中心となってけん引する中長期的な

成長シナリオは変わりませんが、2024年3月期後半から本格化した在庫調整は当面継続するものと

捉え、本格的な需要回復は2025年３月期の後半を見込んでおります。

このような経営環境に加え、先般実施しました賃上げなどによる費用増を織り込み、2025年3月期

の見通しについては、売上高５,５５０億円、営業利益２６０億円、当期純利益１８０億円と

いたしました。

株主還元について、ご説明いたします。

2024年3月期の期末配当は、昨年５月に公表いたしました通り、１株あたり１１０円を予定して

おります。

中間配当と合わせた年間配当は、前期と同額の１株あたり２２０円となります。

2025年３月期の配当については、最終利益は減益予想でありますが、

１株あたり２２０円を維持する方針です。



次ページの業績ハイライトは、ただいまご説明した通りであります。
当期におけるEPS（一株当たり当期純利益）は、７７４円６１銭となりました。
ROEは１４．５％となり、前期比で５．１ポイント低下しております。獲得利益の
大半が純資産に積み増しされ、財務の安定性は高まる一方で、資本効率の面では、
今後、更なる改善に向けた取り組みの必要性を感じております。
また、当期における期中平均為替レートは、ドル・円で１４４円６２銭となっており、
前期比、通期業績予想の想定レート１３５円と比べて、９円程度円安に振れてお
ります。
為替の変動による前期比の影響額は、売上高で約１２５億円の増収、営業利益
では約４億２０百万円の増益影響となります。



セグメント別の業績です。
主力の電子部品事業におきましては、部品販売では半導体・電子部品の供給不足
緩和により、前年度まで収益に寄与したスポット需要が消失したことや、エクセルの特
定大口顧客向け取引の縮小に加え、顧客における在庫調整の影響が３Q以降に本
格化したことにより、対前期比では減収減益となりました。EMSビジネスでは車載向け
は半導体・電子部品の需給改善により伸長するも、医療機器・産業機器、空調向
けは主要顧客の在庫調整の影響もあり、同様に対前期比では減収減益となりました。
情報機器事業におきましては、教育機関向けパソコン販売、セキュリティソフトやPC周
辺機器等の販売が堅調に推移、またLED設置ビジネスでは前年度から本格展開し
ている大口案件が寄与し、対前期比で増収増益となりました。セグメント利益につい
ては、利益額・利益率ともに前期実績、社内計画の数値を上回る着地となりました。
ソフトウェア事業では、売上高は前期比で減収となりましたが、セグメント利益では増
益、情報機器事業と同様、利益額・利益率ともに前期実績、社内計画の数値を上
回りました。
その他事業については、売上高は対前期比で増収、セグメント利益は前期比・社内
計画比でともに上回る着地となりました。
セグメント利益率については、すべての事業セグメントにおいて、社内計画の数値を上
回り、全体では通期計画４．５％に対して４．８％の営業利益率で着地しており
ます。

８ページ～９ページにも、事業セグメント別の記載がありますので、併せてご覧ください。



続いて会社別の業績について、ご説明いたします。
従来からの加賀電子グループにおきましては、スポット需要消失の影響が大きく対前
期比で減収減益となっておりますが、売上総利益率・営業利益率、いずれも前期実
績と同水準を維持しており、収益力自体は維持出来ていることが確認出来ます。
加賀FEIグループにおいては、2024年３月期から開始したグループ内本社賦課費の
計上や、特定取引先に対する貸し倒れ引当繰り入れなどにより、一見すると営業利
益が大きく低下しているように感じられますが、スポット需要消失が売上高・売上総利
益に与える影響は、それほど大きくはなく、高収益体質を確実に身に付けてきたことが
見て取れます。
エクセルグループにおいては、大口顧客向け売上の減少はあったものの、販売ミックス
良化により収益力を高め、利益面では売上高ほどの低下は見られず、売上総利益
率・営業利益率ともに大きく向上させております。
全体的に対前期比では減収減益でありますが、在庫の需給ひっ迫に伴うスポット需
要など一過性の要因なども加味して大きな流れの中で捉えれば、売上総利益率はわ
ずかながらも前期の数値を上回っており、持続的に「稼ぐ力」を維持し続けていることを
感じ取って頂けるものと思います。

７ページ目のグラフも併せてご覧ください。

１０ページ～１５ページには、直近３か月間のクォーター情報がございますので、併
せてご覧ください。





















売上高・営業利益における、対前期比の変動要因について、ご説明いたします。
エクセルの特定大口顧客向け取引の縮小により２２８億円の減収と６億円の減益、
電子部品事業におけるスポット需要の消失により１９６億円の減収と４６億円の
減益、顧客在庫調整の影響に伴う販売数量の減少や販売ミックスの変動により２２
８億円の減収と２８億円の減益、以上３つの要因により、
対前期比で売上高は６５４億円の減収、売上総利益で８０億円の減益となりま
した。
このような経営環境の下、販管費の節減・抑制に努め１６億円の費用削減を行い
ましたが、営業利益では対前期比で６４億円の減益という着地になりました。
一方、社内計画比では、売上高は計画数字にわずかながら未達でありましたが、営
業利益については２５０億円の計画数字に対し８億円の上振れ達成となりました。

１７ページには直近３か月間のクォーター情報がございますので、併せてご覧ください。





ここからは、貸借対照表の状況について、ご説明いたします。
始めに資産の部となります。
流動資産は、売掛債権・棚卸資産の減少などにより対前期末比で９億円減少し２,
４４６億円に、固定資産は、メキシコ新工場への設備投資などにより対前期末比で
１５億円増加した４２１億円となり、総資産合計では、対前期末比で5億円増加
した２,８６７億円となりました。
負債の部は、買掛債務の減少、借入金の返済などにより対前期末比で２０９億円
減少し１,３５５億円に、純資産の部は、利益剰余金の積み増しなどにより対前期
末比で２１４億円増加した１,５１２億円となりました。
流動負債の大幅な減少により流動比率は２３３．４％に、自己資本比率は前期
末の４５．３％から７．３ポイント改善した５２．６％となり、財務の安定性は
向上しております。



棚卸資産は、主要顧客の在庫調整などの影響の中、仕入・調達の調整などに努力
した結果、対前期末比で１４億円減少した５４７億円となりました。
一方、在庫回転日数は売上高の減少もあり３６．８日と３日ほど悪化しております
ので、引き続き在庫削減の取り組みを強化・継続してまいります。



有利子負債は借入金の返済により対前期末比で７６億円減少した３４２億円、
利益獲得による自己資本の積み増しによりDEレシオは０．２３倍と低く抑えられて
おります。
前期とほぼ同水準となる２９３億円の営業キャッシュフロー収入から現預金残高は
対前期末比で１３９億円増加した６６５億円となり、現預金の積み増しによって、
ネットDEレシオは－０．２１倍と前期末に引き続きマイナス値でさらに低く抑えられ
ており、次なる成長投資に向け、財務基盤の安定性・体質強化はますます盤石と
なっております。



自己資本の増加により自己資本比率は５２．６％と財務の安定性は高まる一方
で、ROEは１４．５％と資本効率はやや低下しております。
引き続き、より一層収益力を高めるとともに、創出した資金の活用について、M&Aを
含む事業拡大投資、成長に向けた生産設備などの事業基盤や人的資本への投資、
株主還元など、多角的な取り組みを実施し、経営目標としている「ROE 安定的に
１０％以上」の持続的な維持・向上を目指します。





２０２５年３月期 業績予想について、ご説明いたします。
先ほど申し上げました通り、2024年３月期後半から本格化した顧客在庫調整は当
面継続し、本格的な需要回復は2025年3月期後半を見込んでおります。長引く在
庫調整に加え、賃上げなど費用増を織り込み、2025年３月期の業績予想につきま
しては、ほぼ前期並みの売上高 ５,５５０億円、営業利益・経常利益 ２６０
億円、当期純利益 １８０億円
と、させて頂きました。
なお、以上の業績予想を踏まえた2025年3月期のEPS（１株あたり当期純利
益）は６８５円２６銭、期末時におけるROEは１１．５%を見込んでおります。
当期純利益は減益予想でありますが、年間配当金につきましては、前年と同額の２
２０円を予定しております。



セグメント別業績予想につきましては、各事業とも前期並みの水準を見込んでおりま
す。



営業利益における、対前年比較による変動要因について、ご説明いたします。
2025年3月期より、グループ全体で約１０億円の賃上げを実施いたしました。
加賀電子においては、一律で月額２５,０００円の賃金引き上げを行っております。
平均して７．８％の賃上げ率となります。
これに、新卒採用・定期昇給などの費用増５億円を加え、人件費で１５億円の費
用増を織り込みました。
増益要因として、販売数量増加・販売ミックスの良化により１６億円の売上総利益
の増益、人件費以外の経費抑制により1億円の増益を見込み、営業利益で約2億
円の増益を見込んでおります。



株主還元、配当について、ご説明いたします。
当社は、
・連結配当性向２５～３５％を確保しつつ、安定的な配当の実施・将来成長に資
する事業投資・設備投資、M&A等への活用・自己株式の取得は、資本効率・株価
等を勘案し、適切に判断する以上の３点を、利益配分に関する基本方針として掲げ
ております。
2024年３月期につきましては、前期比で減収減益でありますが、年間配当は前年と
同額の２２０円で実施させて頂く予定です。これにより配当性向は２８．４％とな
ります。
また、2025年3月期においても、最終利益は減益予想でありますが、年間配当は前
年同額の２２０円を予定しております。これにより2025年3月期の配当性向は３
２．１％となる予定です。
また当社は、本年１月に「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」に
ついて、取り組み方針を公表しております。
今後につきましては、その内容に則り、更なる収益力の強化・経営基盤の強化に取り
組み、配当以外の利益配分についても、適宜、環境や状況を勘案の上、検討し、適
切に取り組んでまいります。

２８ページ以降には参考資料として、中期経営計画に沿ったセグメントによる任意開
示の情報や、３か月毎のセグメント別や地域別売上高のグラフ、為替レート・為替感
応度の情報なども載せてございますので、併せてご覧いただければと思います。

私からの、2024年3月期の決算概要説明は以上となります。
御視聴、誠にありがとうございました。





加賀電子 社長の門でございます。

平素は当社のIR活動にご支援、ご協力をいただきまして、誠にありがとうございます。

それではこれより、2024年3月期の「経営トピックス」をご報告させていただきます。

主な内容は、「2024年3月期の総括」、「中期経営計画の進捗状況」、「サステナビリティ中

長期経営計画の進捗状況」でございます。



まず、2024年3月期決算に対する総括でございます。

2024年3月期は、電子部品事業において、半導体・電子部品の需給緩和にともなう、「客

先での在庫調整の影響」と、前期・前々期と収益拡大に寄与した「スポット需要の消失」の、

2つの要因を織り込み、「減収減益予想」としておりました。

この１年を振り返りますと、「スポット需要の消失」は想定どおりでしたが、「在庫調整の影響」

は、上期段階では、期初想定したほど発現せず、売上高、営業利益とも社内計画を上回っ

て折り返しました。

一方、下期に入ると在庫調整の影響がいよいよ本格化し、その結果、営業利益の上振れ幅

は徐々に縮小していきました。最終的には、8億円ではありますが、超過達成できました。

2025年3月期の見通しにつきましては、車載向けを中心とした中長期的な市場成長を見

込むシナリオに変わりはありませんが、

一方足元では、客先での在庫調整が当面継続し、本格的な需要回復は下期になるものと

考えております。

また、将来の成長に資する人的資本への投資として、当社グループ全体で、賃上げを決定い

たしました。

これにより、15億円の人件費増となりますが、この影響を織り込んでも、今期は「増収増益基

調への回帰」を果たす年にしたいと思います。



続きまして、当社の重要施策の一つとして、絶えず目配りを利かせている「在庫の推
移」であります。

このグラフは、当社の連結在庫を、EMSを中心とした「モノづくり」ビジネスと部品販売を
中心とした「商社」ビジネスに分解してお示ししております。

2024年3月期は、期中は700億円前後で推移しておりましたが、期末在庫は547
億円となり、期初からポジションを落とすことができました。
ただし、目標としていた「500億円以下」には届いておらず、まだ継続した取り組みが必
要と認識しています。

引き続き、「500億円以下」と、「在庫回転日数30日」の目標達成に取り組みます。



続きまして、「中期経営計画2024」の経営目標の進捗状況についてご説明いたします。

当社は、2021年11月、3ヵ年の『中期経営計画 2024』を策定し、公表しました。

計画初年度となる2023年3月期において、新規M&Aを除き、「売上高」「営業利益」並び

に「ROE」のすべてのKPIについて、2年前倒しで達成することができました。

この初年度の実績を踏まえ、最終年度の業績見通しをアップデートし、2023年5月11日に

「最新見通し」として公表いたしました。

今月9日に公表しました2025年3月期の営業利益予想260億円は、「最新見通し」の

「300億円以上」とは、まだひらきがあります。

これは、一年前の「最新見通し」には織り込んでいなかった在庫調整の長期化や賃上げの影

響に依るものでありますが、「業績予想」はステークホルダーの皆さまに対する「コミットメント」と

して、また、「最新見通し」は、わたし自身に課した「チャレンジ目標」として位置づけ、最終年

度の総仕上げに取り組んでまいりたいと考えております。



次は、中計の経営施策の進捗状況に関して、でございます。

基本方針として、「更なる収益力の強化」 「経営基盤の強化」 「新規事業の創出」
「SDGｓ経営の推進」を掲げております。
それぞれの重点課題の取り組み状況をまとめました。このように、主な項目につきまして
は、概ね当初の 計画に沿って進捗しているものと認識しております。

まず、 「更なる収益力の強化」につきましては、EMSビジネス、海外ビジネスの強化・
拡大として、2024年4月よりメキシコ新工場を始動させることができました。

「経営基盤の強化」につきましては、人的資本への投資に積極的に取り組み、男性の
育児休暇の取得が進んだほか、先ほどご説明しました賃上げも実現いたしました。

一方で、「新規事業の創出」につきましては、CVCを活用したベンチャー企業に対する
出資を進めることができましたが、新規M&Aは現時点では具体化できておらず、「△」
の評価としております。

「SDGs経営の推進」につきましては、後半のスライドで、詳しくご説明いたします。



先ほども触れました、メキシコの新工場についてご説明いたします。

当社子会社の「タクサンメキシコ」は、2017年の設立以来、米国市場向け四輪自動
車用照明ユニットの組立てを中心にEMSビジネスを展開しておりますが、今後ますます
増大が見込まれる北米市場ならびに中南米市場向けの生産需要に対応するため、
近接の工業団地に新工場の建設を進め、予定通り、本年4月に操業を開始いたしま
した。

さらに、新工場の隣接区画には完成品組立工場である『タクサン SWE メキシコ』 を
新設いたしました。
今後、基板実装に加えて部品成型・板金加工を含めたメキシコでの「一貫生産体
制」を確立し、5年後には「売上高500億円」を目指してまいります。
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ここからは、サステナビリティ中計2年目の進捗につきまして、ご説明いたします。

このページは、サステナビリティ中計で策定しました、テーマごとの中期目標および長
期目標であります。
次のページ以降、E、S、G、の各テーマの進捗をご報告いたします。

2022年度の成果につきましては、1年前の説明会でご報告しておりますので、本日
は、2023年度の進捗に絞って、主な事柄についてご説明いたします。



まず、Eの環境です。

当社グループでは、「再生可能エネルギー100％化の実現」に向け積極的に取り組
んでおります。

2023年度の主な進捗としては、国内製造拠点では、加賀EMS十和田、加賀マイ
クロソリューション福島事業所において、太陽光パネルによる再生可能エネルギー設
備を導入いたしました。

また、海外製造拠点でも、中国・湖北工場、ベトナム工場への導入に加え、先ほど
ご紹介しましたメキシコ新工場にも太陽光パネルを設置しています。



再生可能エネルギーを導入した代表的な拠点をこちらに掲載しております。

各拠点の発電能力などは記載のとおりです。年間使用電力のうち数十％程度を賄う
工場がほとんどですが、中でも最大のベトナム工場では70％以上を賄える見込みと
なっております。

今後も積極的な導入を進め、環境にも配慮しながら、サステナブルな事業成長を目
指してまいります。
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次に、Sの社会です。

1つ目の「ダイバーシティ」について、将来的には、女性役員を社内人財から輩出する
ことを最終目標として、女性新卒総合職比率と、女性管理職比率の向上に取り組
んでおります。

2023年度は、女性新卒総合職比率が前年度に対して3.6ポイント上昇の
21.7％、女性管理職比率は前年度に対して0.9ポイント上昇の17.4%となりまし
た。
女性新卒総合職比率は目標とする30%にはまだ届いておりまんせんが、直近2年
で15.9ポイント上昇しています。

「ワークライフマネジメント」としては、 「健康経営優良法人」の認定を2年連続で取
得いたしました。



最後に、Gのガバナンスです。

1つ目のテーマは、「ガバナンス体制の再構築」であります。
経営の透明性を高めるとともに迅速な業務執行を行うことを目的として昨年の株主
総会にて取締役の員数を「社内3名＋社外3名、計6名」に見直し、同時に、女性
の社外監査役を選任いたしました。

また、「経営の監督機能・執行機能の一層強化」として、グループ経営本部会議の
構成員を委任型執行役員へ拡大することを決定し、2024年4月より運用を開始し
ております。

なお、女性取締役の選任につきましては、まだ本年の株主総会上程には至っておら
ず、来年に向けて「継続検討課題」とさせていただきます。

わたくしからのご説明は以上でございます。

ありがとうございました。




















